
第６次知多市総合計画の実施計画は、中短期的な視点から、基本計画の各項

目に関連する具体的な取組を示すものです。

第６次実施計画の計画期間は令和７年度から９年度までで、その中から主要

事業を抜粋しました。

令和７年度～令和９年度

第６次知多市総合計画
第６次実施計画

主 要 事 業

※令和７年度から９年度までの３か年で新規の内容を含む事業に☆印を表示、
事業説明の末尾に記載した金額は３か年の事業費



コミュニティ活動に深く関わる自治会加入率が低下傾向にあるため、知多市コミュニティ連絡協議会と協働して

自治会加入促進チラシを作成し、加入率低下の抑制を図ります。（１百万円）

子どもたちが安心して保育を受けることができるよう、老朽化した保育園及びやまもも園の園舎の改修工事を

行います。（３５３百万円）

基本目標１ ひとづくり
〔政策１－１〕子育てしやすい地域づくり

１ 重点戦略

（１）保育園及びやまもも園整備事業 【幼児保育課】

１

〔政策１－２〕次代の担い手を育む教育環境づくり

（４）生涯スポーツ振興事業 【生涯学習スポーツ課】

（９）小学校・中学校建設事業 【学校教育課】

▲ジュニアスポーツ団体

〔政策１－３〕市民協働によるまちづくり

☆（10）地域活動支援事業 【市民協働課】

中学校の部活動の地域への移行を支援するため、ジュニアスポーツ団体に

対して補助金の充実を図ります。（２百万円）

快適で安全な教育環境の向上を図るため、老朽化した校舎等の改修や体育館トイレの

改修を進めるとともに、小中学校の体育館等への空調設備の整備を進めます。

（２，８７８百万円）



〔政策２－４〕災害に強く、安全に暮らすことができるまちづくり

基本目標２ あんしんづくり
〔政策２－２〕一人ひとりに応じた支援を受けることができる体制づくり

２

（28）消防車両整備事業 【庶務課】

▲あいあいバス

〔政策２－５〕生涯を通じた健康づくり

☆（31）健康推進事業 【健康推進課】

（12）包括的支援体制構築事業 【福祉課】

〔政策２－３〕暮らしを支える地域公共交通ネットワークづくり

（21）コミュニティ交通事業 【市民協働課】

複雑多様化する消防・救急業務に対応し、市民の安全・安心を確保するため、

救急自動車等を更新します。（１７９百万円）

様々な地域生活課題の解決に向け、地域における支え合い活動等のコーディネート

を行うコミュニティソーシャルワーカーの配置を拡大します。（２８百万円）

▲救急自動車

市民の自主的な健康づくりを促進するため、市民や市内企業が取り組む健康づくりに関する優れた活動を表彰し、

健康増進への機運の醸成を図ります。（６百万円）

公共交通網の補完及び市民の移動手段の確保のため、コミュニティ交通あいあいバスの運

行を継続するとともに、車両の更新を行います。（２３２百万円）



☆（42）全国梅サミット開催事業 【商工振興課】

朝倉駅周辺をにぎわいの交流拠点とするため、新庁舎・駅前駐車場の整備等を進めます。（１１，１７２百万円）

基本目標３ にぎわいづくり
〔政策３－１〕にぎわいの拠点づくり

（35）朝倉駅周辺整備事業 【新庁舎建設室・都市計画課】

３

〔政策３－５〕観光に活かすことができる魅力づくり
▲新庁舎のイメージ図

〔政策３－３〕緑と花に包まれた住環境づくり

（38）公園等整備事業 【緑と花の推進課】

☆（39）合葬式墓地整備事業 【環境政策課・緑と花の推進課】

誰もが安全、安心に利用できる公園にするため、計画的に公園の施設

の更新等を行うとともに、新市街地整備に合わせて新たな公園の整備を

行います。（１８８百万円）

時代に即した墓地のニーズに対応するため、合葬式墓地の整備を

行います。（１３４百万円）

梅という地域資源を活用した観光まちづくりを推進するため、令和８年度に全国梅サミットを開催します。（２百万円）



〔農業〕

２ 分野別計画

（46）日長地区土地改良事業 【農業振興課】

４

〔環境〕

（52）ゼロカーボンシティ推進事業 【環境政策課】

〔上下水道〕

（59）配水管布設事業 【水道課】

（56）南部浄化センター整備事業 【下水道課】

区画の整備及びかんがい排水状況の改善を行い、効率的に営農が可能な優良農地を創出することで、生産性の向上及

び担い手への集団化を図ります。（６５百万円）

快適な市民生活を確保するとともに、安定した下水処理機能を確保するため、南部浄化センター及びポンプ場の老朽

化した設備の更新及び耐震補強を進めます。（２，６９９百万円）

災害時における配水機能を確保するため、基幹配水管の耐震化を進めるとともに、水道水の安定供給に向けた配水管

網の整備等を実施します。（７４８百万円）

「ゼロカーボンシティ」の実現に向け、省エネ診断の費用に対する補助、電気自動車、住宅用蓄電池等脱炭素推進設

備等の購入に対する補助を行います。（２７百万円）


